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鉱山用重機間通信による周辺重機検出手法の提案
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概要：露天掘り鉱山での作業で用いられる重機は非常に巨大である．また，運転席は高い位置に存在する
ため，運転席からの視界は非常に狭く，運転手は他の重機の接近を目視で把握しにくい状況に晒されてい
る．このような状況は，重大な事故を引き起こす原因の 1つとなっており，他の重機の接近など，周囲の
状況を適切に把握できることが求められる．他の車両の存在を把握する手段として，車車間通信を用いる
アプローチがあげられるが，一般道を走行する乗用車を対象とした研究は行われているものの，巨大な重
機や，段差のある鉱山特有地形を対象とする車車間通信の研究は行われていない．本研究では，露天掘り
鉱山において，鉱山用重機間の車車間通信により，周辺に存在する重機の存在を把握する手法を提案する．
提案手法では，まず，鉱山用重機周辺の電波伝搬モデルをレイトレース法を用いて作成するとともに，そ
の正当性を示すために，モデルから得られる電波強度と，実際の重機に装着したアンテナによる電波強度
の比較を行った．また，すり鉢状の鉱山特有の地形をモデル化し，重機間の位置関係やアンテナの設置位
置を基に，シミュレーション実験において，上記電波伝搬モデルにより，電波強度を推定した．この実験
結果において，露天掘り鉱山内での巨大重機を対象とした車車間通信では，自車に接近する鉱山用重機の
存在の検知は可能である一方，自車から遠ざかる方向へ走行している鉱山用重機との通信は不可能な場合
があり，鉱山用重機の存在の検知が不可能な領域を明らかにできることを示した．
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Abstract: In surface mine environment, the size of mining equipment is typically very huge. Therefore,
the sight of equipment operators in high-mounted cockpits is severely limited and those operators are often
unaware of the approaching or nearby vehicles. It is reported that this unawareness causes serious accidents,
which motivates us for proximity detection of those vehicles. Inter-Vehicle Communication (IVC) is a promis-
ing approach in road transport environment, but is not directly applicable to mining vehicles due to different
features of radio propagation affected by huge bodies and terrain. In this paper, we propose a method that
leverages IVC to support drivers’ awareness in surface mine. The idea is that we build a radio propagation
model for haul trucks, which are the most typical vehicles in surface mine, by accurate ray-tracing. The
model is validated in the field experiment, where actual radio signal propagation is measured and compared
with the model. Then a mining environment, where steep cliffs due to excavation are often seen, is modeled
and a function is designed to estimate the received signal strength based on the locations of haul trucks and
antenna locations. As a result, we have shown that our function can point out several blind spots in such
environment, which is significant for V2V proximity detection in surface mine.

Keywords: haul truck, inter vehicle communication, radio propagation, ray tracing, safety operation, surface
mine, Wi-Fi
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1. 序論

鉱山における安全確保は欠かせないものであり，その

取り組みの 1つとして，Earth Moving Equipment Safety

Round Table（EMERST）があげられる．EMERSTは主

要な鉱山会社により 2006年に設立された組織であり，安全

性に関するリスクを最小化できるよう，最新の業務事例の

共有およびその適用を目的としている．また，米国労働省

のMine Safety and Health Administration（MSHA）は，

鉱山における死亡事故，疾病，怪我を防止するため，露天

掘り鉱山における安全基準をまとめ，安全性の向上を図っ

ている [11]．しかしながら，事故の多くは．労働者の疲労

や不注意などのミスにより引き起こされており，安全規則

や安全基準だけで，様々な事故を防ぐことが困難である．

このような事故の要因として，鉱山で稼動する重機が非常

に大きく，運転手が周辺の状況を十分に把握できないこと

があげられる．たとえば，10 tの積載が可能なトラックの

場合，長さ 7.6 m，幅 2.5 m，高さ 3.3m程度の大きさであ

る一方，露天掘り鉱山で使われる大型のダンプトラックで

は，長さ 15.5m，幅 9.6m，高さ 7.5mにも及ぶ．そのた

め，ダンプトラックの周辺には運転手から見通せない，い

わゆるブラインドスポットが少なからず存在し，運転手に

とって，周辺の状況をつねに認識することは困難である．

また，重機の大きさだけでなく，鉱山の過酷な環境も，運

転手の認識を妨げる要因となっている．たとえば，砂埃に

より視界を遮られたり，深い霧によって見通しが悪くなっ

たりする状況がしばしば発生し，最も厳しい状況下では，

見通し距離が 10 m～20m程度となり，巨大な重機の運転

が通常にも増して危険なものとなっている．過酷な環境が

様々な類型の事故を引き起こす事例がいくつか報告されて

おり [8], [14], [15]，重機と周囲の労働者や乗用車との接触

事故だけでなく，重機どうしの衝突事故も発生しており，

特に巨大な重機間の衝突は図 1 のような凄惨な結果をも

たらす．

重機と周囲の労働者との接触を防止するため，RF-IDや

ミリ波を用いた警報システムが開発されている [16], [17]．

しかしながら，RF-IDやミリ波の検知距離は 10～20 m程度

であるため，両者ともに重機間の衝突を検知するには不適

である．加えて，携帯電話網における通信やセンサの検知

で車両位置を把握し，車両位置を無線通信で通知するシステ
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図 1 鉱山用大型重機どうしの衝突事故現場 [1], [8]

Fig. 1 Collision accident scene [1], [8].

ムも開発されている [9], [12], [13], [20], [21], [22], [24], [25]．

これらのシステムは，比較的小規模な鉱山で効果的である

が，大規模な鉱山に適応する際には，鉱山全体を網羅する

ために必要となる，基地局やセンサの設置やメンテナンス

が課題となる．これらの方式に比べ，車車間通信は，無線

通信範囲内であれば車両間での直接通信により互いの位置

情報を交換することができ，車両にのみ通信機器を装着す

る手法であるため，その導入およびメンテナンスの費用対

効果が高い，有望なアプローチであると考えられる．なお，

市販の自動車ではレーダなどの測距デバイスやカメラによ

る衝突事故防止装置が装備されつつあるが，車車間通信は，

深い霧や砂塵などにより見通しが悪く，そういったデバイ

スがうまく作動しない天候や，さらに，高低差が存在する

鉱山特有の道路環境における車両認識が可能である．鉱山

を運営する企業では，実際に 2.4 GHzのWi-Fiのアンテナ

をダンプトラックに搭載しており，アクセスポイントを介

して情報共有がなされている．一方，重機どうしが直接通

信する車車間通信は，通常の車車間通信とは環境が大きく

異っているため，必ずしも従来の知見を活用できるわけで

はない．まず，重機本体が巨大な鉄の塊であり，電波伝搬

に強く影響することが想定され，たとえば，車両間の相対

的な位置やアンテナ搭載位置により，通信品質が大きく変

化することが考えられる．また，鉱山の地形は，都市の地

形とは大きく異なり，すり鉢状の地形の中に階段状の道路

が敷設されており，異なる段の道路は T字路やヘアピン

カーブ上で接続されている．そのため，異なる段差を通行

する車両間の高度差によって生じる電波遮蔽や，切り立っ

た崖が電波伝搬へ及ぼす影響を考慮する必要がある．

本取り組みでは，費用対効果やメンテナンス性が高い

Wi-Fiをベースとした車車間通信により，露天掘り鉱山に

おけるダンプトラックの運転手の状況把握を支援するため

に，鉱山における最も典型的な車両である運搬トラックを

対象とした電波伝搬モデルを構築する．また．この電波伝

搬モデルを実測値と比較することでその妥当性を検証する

とともに，掘削のために切り立った崖を鉱山環境のモデル

とし，シミュレーション実験により，車両間の相対位置や

アンテナ設置位置による受信電波強度を計測する．このシ

ミュレーションの結果から，自車へ接近する方向に走行し

ている鉱山用重機の検知は可能である一方，自車から遠ざ
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かる方向へ方向に走行している鉱山用重機の検知は不可能

な場合があるという結果が得られた．

2. 関連研究

2.1 近接警告システム

1章で述べたように，従来より，運転手の安全を確保する

ための安全基準が規定されているが，これらは人的なミス

や極端な環境下では，有効に機能しないことが示されてい

る [10]．一方，信頼性の高い警報システムを構築する取り

組みの 1つとして，計画されたルートからの逸脱や速度超

過を検知する研究がなされている [6], [12], [20], [21], [24]．

たとえば，Google Earthを用いて，鉱山機器の操作を支援

するシステム [6], [20], [21]が提案されており，これらのシ

ステムでは，GPSデバイスによって取得された露天掘り鉱

山機器の位置情報が，鉱山内に設置された基地局からなる

無線メッシュネットワークで共有され，3D地図上に表示

される．別の取り組み [12]では，基準となるポリ塩化ビニ

ル製のポールを路側に設置し，ポールとの相対距離をレー

ザにより計測することで，機器の位置を高精度に検出する

システムが提案されている．また，433 MHz帯の通信を利

用し，10～20 m以内の車両，人，物を検知し，鉱山機器の

操縦者に対して警報を発する取り組みもなされている [24]．

文献 [6], [12], [20], [21]のシステムでは，基地局やポリ塩化

ビニルポールのような屋外のインフラ設備が必要となるた

め，鉱山のような過酷な環境下では，導入およびメンテナ

ンスコストが無視できないものとなる．文献 [24]は，本取

り組みで利用する無線通信によるアドホックネットワーク

に加え，ポリ塩化ビニルポール，ドライバ向け警報装置，

フリート管理システムから構成される包括的な安全支援シ

ステムを提案している．しかしながら，鉱山内のどのよう

な領域においても信頼性の高い無線通信が行えるものと仮

定しており，3章で述べているような，重機本体や道路側

面の崖による電波の反射，遮蔽など，露天掘り鉱山特有の

環境が電波に与える影響を考慮していない．

2.2 車車間通信の電波伝搬モデル

文献 [23]で論じられているように，車車間通信モデルは

(i)地形情報を用いた決定論的モデル [5]，(ii)地形情報を用

いた確率論的モデル [2]，(iii)地形情報を用いない確率論的

モデル [18]の 3種類に分類される．文献 [5]では，周辺車

両のような移動物体とともに，ビルや街路樹のような静止

物体の外形など，地形情報を用いる車車間通信の電波伝搬

モデルを提案している．このモデルにおいては，見通しの

あるリンクと見通しのないリンクの 2種類の通信リンクに

おいて，大規模な電波強度変動は決定論的に計算するとと

もに，小規模な電波強度変動は周辺に存在する物体の数に

依存して確率論的に計算する手法を採用している．文献 [2]

では，時間的に変化する受信信号の包絡線と位相，複素包

絡線のパワースペクトルの確率分布を求めることにより，

都市における移動物体の電波伝搬を確率論的にモデル化し

ており，ある特定の方位角の範囲に存在する建物が原因で

生じる電波の散乱，反射を考慮した無線チャネルの伝達関

数を求めている．一方，文献 [18]では，実際に車両を走行

させ，実環境下で通信を行い，車両間の通信状況を測定し，

それらの測定結果に基づいて，都市空間内の様々な状況に

おける車両間の電波伝搬状況モデルを構築している．

2.3 本研究の位置づけ

本研究の目的は，一般に普及しているWi-Fiの電波伝搬

において，ダンプトラック（以降，ダンプトラックを鉱山

用重機と表記する）の車体と，鉱山特有地形が与える影響

を考慮した電波伝搬モデルの設計手法を確立し，鉱山用重

機間通信における通信可否領域を把握し，周辺の重機の存

在を把握できる領域と把握できない領域を明らかにするこ

とで，鉱山における安全性向上を実現することにある．上

記の文献はいずれも乗用車を対象とした電波伝搬モデルを

扱ったものである．乗用車の典型的なサイズは，4.5 m ×
1.8m× 1.5m程度である一方，鉱山における鉱山用重機は

おおよそ 15 m × 10 m × 8 mにも及び，体積にして乗用車

の 80倍の大きさである．また，鉱山における地理的環境

は都市のそれと著しく異なるため，従来とは異なる取り組

みが求められる．本取り組みでは，鉱山環境における電波

伝搬モデルを構築するとともに，Wi-Fiによる車車間通信

の有用性および制約をシミュレーション実験により明らか

にする．

3. 鉱山環境下の車車間通信の特性とモデルの
パラメータ

本章では，鉱山環境下における車車間通信の電波伝搬の

特性と，考慮すべき要因について述べる．まず，鉱山用重

機自体が電波伝搬に与える影響を考える．鉱山では様々な

種類の重機が用いられるが，本研究では，図 2 に示すよう

な鉱山用重機間の通信を対象とする．このような鉱山用重

機の車両本体やその積載物は電波の遮蔽物となり，電波の

図 2 鉱物が積載されている重機

Fig. 2 Haul truck with payload.
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回折，反射，減衰を生じさせる要因となる．特に，積載物

は図 2 に示すように，重機の屋根の位置よりも高く積載さ

れる場合があるため，積載物の有無は電波伝搬に大きな影

響を与える．その結果，鉱山用重機に取り付けるアンテナ

自体は無指向性であっても，鉱山用重機全体を電波放射物

と見なしたアンテナは指向性を持ち，この指向性は通信重

機間のアンテナの位置関係やアンテナの設置位置に依存し

て変化する．また，乗用車や軽車両とは異なり，アンテナ

の設置できる位置は限られる．たとえば，重機の後方には

鉱物を積載するため，重機の左前方にアンテナを設置した

ものが多い（図 3）．以上のことから，鉱山用重機について

は，積載物の有無，アンテナ位置を電波伝搬に影響を与え

る要因として考える．

次に，鉱山特有の崖や段差を含む地形が電波伝搬に与え

る影響について述べる．地下深くの鉱物を採掘するため

に，露天掘り鉱山の地形は，全体的にすり鉢のような形状

をしており，重機が作業および移動を行う道路はそのすり

鉢状の地形の中に階段状に設置されている．典型的な露天

掘り鉱山の設計基準書 [7]によると，隣接する段の道路と

の高低差はおよそ 15 mであり，この高さは巨大重機の全

高よりも高く，4～5階建のビルの高さに相当し，段差ご

とに存在する崖の傾斜角は最大 75◦ になるため，電波伝搬

において地形の影響は無視できない．鉱山用重機が関わる

事故の一例として，他の重機の走行経路の逸脱やトラブル

が原因で，道路の接続部分での衝突事故や上の段から重機

が滑り落ち，自車に衝突する事故があげられる．このよう

な潜在的な危険を，事前に運転手に警告することは必要不

可欠であることから，異なる段に位置する重機間の通信に

対しての電波伝搬を考慮することが求められる．以上のこ

とから，鉱山特有の地形そのものだけでなく，その環境下

においての重機間の位置を電波伝搬に与える要因として考

える．

図 3 左前にアンテナを取り付けた重機

Fig. 3 Haul truck with antenna at left-front position.

4. 電波伝搬モデルの設計

重機本体や積載物による反射や回折のために，鉱山用重

機に取り付けられたアンテナから発せられる電波の伝搬経

路は変化する．そのため，アンテナ自体は無指向性である

が，そのアンテナを装着した鉱山用重機全体は，指向性を

持った仮想的なアンテナと見なすことができる．本研究で

は，この仮想的なアンテナを重機アンテナモデルとよび，

その周辺の電波伝搬をレイトレース法を用いて解析する

ことによって，重機アンテナモデルを構築する．また，鉱

山特有の環境を考慮するために，アンテナの設置位置や積

載物の存在を考慮したシミュレーション実験を実施する．

シミュレーション実験では，ネットワークシミュレータ

Scenargie [19]上で，その機能の 1つである High Fidelity

Moduleを利用し，レイトレースによる電波伝搬解析を行っ

た．Scenargieは現実的な環境を想定した無線通信の解析

および設計を可能にするフレームワークであり，大規模か

つ複雑なシステムを対象とした無線通信の評価を行うこと

ができる．

4.1 レイトレースによる重機アンテナモデルの構築

本研究で対象としている鉱山用重機の車両寸法を表 1 に

示す．まず，3Dモデリングツール Blender [4]を用いて，

表 1 に示した車両寸法に従い，積載物を考慮した鉱山用重

機の 3Dモデルを作成した（図 4）．図 4 に示されているよ

うに，鉱山用重機の車体表面の細かな形状が電波伝搬に与

える影響は非常に小さいため，鉱山用重機の 3Dモデルは

直方体の組合せから構成されている．なお，積載物は鉱山

表 1 想定する重機と積載物

Table 1 Haul track and materials.

Size 15.49 m length × 9.6m width × 7.52 m Height

Material iron

Payload iron

Payload Height rooftop+2 m

図 4 重機の 3D モデル

Fig. 4 3D CAD model of haul truck.
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表 2 アンテナの規格

Table 2 Antenna specification.

Protocol IEEE802.11g

Directional Type Omni

Tx Power 50 mW (17 dBm)

Rooftop ground+8.0 m

用重機の高さより高く積載され，その最高点は，鉱山用重

機の屋根から高さ 2 mに位置するものと仮定し，積載物の

3Dモデルは多面体を用いて構築した．鉱山用重機に取り

付けるアンテナの規格は表 2 に示すもので，世界の各地域

で使用することを想定し，2.4GHz用の無指向性アンテナ

を用い，出力電力 50 mW（17 dBm）により，IEEE 802.11g

で通信するものとする．アンテナの設置位置は，鉱山の現

場の状況や重機の形状を考慮し，実用的な設定として，左

前方と中央前方の 2カ所を対象とし，その高さは，鉱山用

重機の屋根の上，地上から 8.0 mの高さに設置する．なお，

アンテナの個数は 1つとする．重機本体や積載物による電

波遮蔽の影響を小さくするために，重機の前方と後方にア

ンテナを設置するといった，複数のアンテナを設置した環

境については，前述のように重機の形状や重機を用いる鉱

物の積み下ろし作業の都合上，実用的な環境ではないため，

本論文では考慮しない．これらの環境の下での重機アンテ

ナモデルの放射指向特性を求めるため，重機や積載物によ

る電波伝搬の障害を考慮したレイトレースによる電波伝搬

モデルと，障害物を考慮しない自由空間伝搬損失モデルを

採用した場合の 2種類の電波伝搬モデルを用いたときの電

波強度を測定し，重機アンテナモデルの各放射方向におけ

るゲインを求める．レイトレースによって得られる電波強

度を RSSIH，障害物を考慮しない自由空間伝搬損失モデ

ルによって得られる電波強度を RSSIF で表すと，ゲイン

Gは RSSIH − RSSIF として得られる．アンテナの設置

位置を左前方としたとき，鉱山用重機の中心から 15 m離

れた場所の各放射方向における RSSIH を，図 5 に示す．

鉱山用重機の進行方向を 0◦の方向とし，角度の軸は反時計

回りを正とする．赤線は RSSIH を示し，赤線が円の外側

に位置するほど，電波強度が強いことを表している．重機

の右側前方にあたる 280◦～360◦の方向，左側の領域にあた

る 0◦～160◦の方向では，重機本体が電波に及ぼす影響はき

わめて小さいため，RSSIH が −50 dBm～−40 dBmの範

囲に分布している．一方，重機の右側後方にあたる 190◦～

260◦ の方向では，RSSIH は −88 dBm～−70 dBmの範囲

に分布しており，重機本体による電波遮蔽の影響のため，

重機の右側前方，左側の方向と比べて 20 dBm程度電波強

度が低下していることが分かる．

4.2 実測値との比較

重機アンテナモデルから得られる電波強度の特性と，鉱

図 5 重機アンテナモデルの放射指向特性

Fig. 5 Received signal strength by simulation using antenna

pattern.

図 6 実測値の距離対電波強度特性

Fig. 6 Received signal strength by real measurement.

図 7 重機アンテナモデルの距離対電波強度特性

Fig. 7 Received signal strength by simulation.

山用重機にアンテナを設置したときに得られる実環境に

おける電波強度の特性との比較を行う．実環境における電

波強度の計測においては，鉱山用重機の左前方にアンテナ
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を設置し，Bitrieve社の AirPcap [3]により RSSIを測定し

た．45◦，135◦，225◦，315◦ の方向ごとで，アンテナから

の距離に対し，実測したRSSI，シミュレーション上で計測

された RSSIを，図 6，図 7 に示す．図 6 に示した実測値

の結果では，RSSIがスパイク波形のように急激に変化し

ているが，これは電波の受信強度が時間とともに変動する

フェージング現象の影響によるものである．図 7 に示され

るように，シミュレーションでは，重機アンテナモデルの

放射指向特性を正確に把握できるよう，フェージング現象

は考慮していないため，RSSIは変動していない．また，ア

ンテナからの距離が 40 mよりも小さい場合には，アンテ

ナの設置位置と対角方向となる 225◦ の方向における RSSI

は，重機本体による電波遮蔽の影響を受けるため，他の方

向の RSSIと比較して 30～40 dBmほど低下する傾向にあ

る．アンテナからの距離が 80 m以上である場合には，鉱

山用重機本体の電波に与える影響が弱まり，その差は最大

約 10 dBm程度まで縮まる傾向にある．このような傾向が

実測値とシミュレーションの結果の両方に見られるため，

シミュレーションによって得られた RSSIH は，図 6 に示

した実測値 RSSIA の傾向を再現しており，重機アンテナ

モデルは実際の環境を表現したモデルであるといえる．

5. 仮想鉱山内での通信可否領域の推定

本章では，4 章で設計した重機アンテナモデルを利用し，

鉱山の 3D地形モデル上において，2つの重機間の通信が

可能な領域と通信が不可能な領域を推定する．

鉱山の 3D地形モデルは，一般的な露天掘り鉱山の道路

設計基準 [7]を参考に，露天掘り鉱山の典型的な地形を模

したすり鉢状のモデルを作成した．鉱山用重機がすれ違う

場所で特に衝突事故が生じやすい，階段状の道路の接続部

分周辺での通信可否領域の推定を行うため，チリの主要銅

鉱山 Chuquicamataの地形を参考に，高低差のある T字路

の 3D地形モデルを作成した．仮想鉱山内の段差は 3段と

し，図 10 に示す円形の最下層を 0段目と見なし，各段差

をそれぞれ 1段目，2段目，3段目とする．1段目，2段目に

ついては，鉱物の採掘を進めていく過程で生じる段差であ

り，重機が通行する道路ではないため，鉱山用重機は最下

層と 3段目のみに配置する．参考にした鉱山の設計図，航

空写真を図 8，図 9 に，作成した 3D地形モデルを図 10，

図 11 に示す．図 9 の航空写真においては，薄黒く轍の跡

が見られる部分が鉱山用重機が走行する道路であり，図の

上方に，階段状の道路の接続部分となる T字路の交差点が

存在することが分かる．その他の部分は，図の右側の標高

が高く，左側の標高が低い形で崖になっている．

アンテナの設置位置，鉱山用重機の進行方向，鉱山道路

のカーブの曲率の違いが，通信可否領域の推定に与える影

響を把握するために，図 10 の仮想鉱山を対象とし，自車

（鉱山用重機 1）を仮想鉱山の最下層に固定し，通信相手と

図 8 仮想鉱山道路の設計図

Fig. 8 Road structure.

図 9 衝突事故が生じやすい箇所の航空写真

Fig. 9 Open pit mine aerial photograph.

図 10 仮想鉱山の 3D モデル

Fig. 10 3D terrain model.

図 11 衝突事故が生じやすい地形の 3D モデル

Fig. 11 3D terrain model.

なる他車（鉱山用重機 2）を，最下層と 3段目の道路に配置

し，15 mの間隔を空けて順次移動させ，2つの重機間の通

信時における RSSIを，シミュレーションによって算出し，

通信可否領域の推定を行った．最下層に固定する鉱山用重

機 1が上方向と下方向の 2種類，アンテナの設置位置は左

前方と中央前方の 2種類，通信を行う 2つの鉱山用重機の

進行方向は，同方向と互いに異なる方向の 2種類，カーブ

の曲率も同様に，1/125と 1/250の 2種類とした．なお，
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図 12 通信可否領域推定結果（アンテナ設置位置左前方，曲率 1/125

の場合）

Fig. 12 RSS estimation by our function (Antenna at left-front

position, Curvature 1/125).

アンテナの設置位置が中央前方の場合は，鉱山用重機 1の

向きによって，段差のある道路の壁面とアンテナの位置関

係は変化せず，通信可否領域は鉱山用重機 1が上方向の環

境の結果と対称になるため，鉱山用重機 1が下方向かつア

ンテナの設置位置が中央前方のケースは実験環境には含め

ない．したがってこれら実験環境の組合せは全 12通りと

なる．

これらの環境における通信可否領域の推定結果を図 12，

図 13，図 14，図 15，図 16 に示す．なお，図のサブタ

イトルは，（鉱山用重機 1の向き，鉱山用重機 2の向き）を

表している．

通信時の RSSIが閾値以上となる領域を通信可能な領域

とし，閾値未満となる領域を通信不可能な領域としている．

本論文では，文献 [26]を参考に，IEEE802.11gデバイスが，

おおよそ数十Mbpsで安定して通信できる電界強度である

−80 dBmを通信可否判定の閾値とした．なお，実環境で

は図 6 で示したようにフェージングの影響によって電波

強度の変動は大きくなるが，同じ地点で複数回の測定を行

い，その平均値を基に通信可否領域を推定することを想定

しているため，フェージングが閾値による通信可否領域の

判定に与える影響は小さい．図中の各ボックス内の数値は

2つの重機間の通信時の RSSIを示しており，RSSI の値が

−60 dBm以上となる領域は赤色，−70 dBm以上−60 dBm

未満の領域はピンク色，−80 dBm以上 −70 dBm未満の領

図 13 通信可否領域推定結果（アンテナ設置位置中央前方，曲率

1/125 の場合）

Fig. 13 RSS estimation by our function (Antenna at middle-

front position, Curvature 1/125).

図 14 通信可否領域推定結果（アンテナ設置位置左前方，曲率 1/250

の場合）

Fig. 14 RSS estimation by our function (Antenna at left-front

position, Curvature 1/250).
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図 15 通信可否領域推定結果（アンテナ設置位置左前方，曲率 1/125

の場合）

Fig. 15 RSS estimation by our function (Antenna at left-front

position, Curvature 1/125).

図 16 通信可否領域推定結果（アンテナ設置位置左前方，曲率 1/250

の場合）

Fig. 16 RSS estimation by our function (Antenna at left-front

position, Curvature 1/250).

域は薄いピンク色，通信不可能な領域となる −80 dBm未

満の領域は水色で色分けしている．

図 12 は，アンテナの設置位置を左前方，カーブの曲率

を 1/125とした環境の推定結果を示している．この結果よ

り，最下層の道路には，通信不可能な領域は存在しないも

のの，3段目の道路において，通信不可能な領域が存在す

ることが分かる．また，図 12 (b)に示したように，鉱山用

重機 1が上方向，鉱山用重機 2が下方向である場合，重機

に取り付けられたアンテナ間の距離が大きくなるととも

に，鉱山用重機本体による電波遮蔽の影響が大きくなるた

め，鉱山用重機の進行方向が同方向の場合と比べて通信不

可能な領域が増加する傾向がある．

図 13 は，アンテナの設置位置を中央前方，カーブの曲

率を 1/125とした環境の推定結果を示している．アンテナ

の設置位置を左前方とした環境と比較すると，電波強度が

全体的に弱まっているが，進行方向が同じである場合には，

通信不可能な領域は存在しないことが分かる．一方，進行

方向が互いに異なる場合，鉱山用重機 1の後方の領域は，

通信不可能な領域が大半を占め，後方に位置する車両とは

ほとんどの場所において通信できないという結果が示され

ている．

図 14 は，アンテナの設置位置を左前方，カーブの曲率

を 1/250としたケースの結果を示している．進行方向が同

じ向きのとき，3段目の道路において，鉱山用重機 1の右

側後方に通信不可能な領域が存在し，進行方向が異なる場

合については，右側後方は通信不可能な領域が多数を占め

ている．また，アンテナの設置位置を中央前方，カーブの

曲率を 1/250としたケースにおいては，アンテナの設置位

置を中央前方，カーブの曲率を 1/125としたケースと同様

の傾向が見られたが，鉱山用重機 1の後方の領域に存在す

る通信不可能な領域はやや減少した．

図 15 は，アンテナの設置位置を左前方，カーブの曲率

を 1/125とし，鉱山用重機 1が下方向の環境の推定結果を

示している．鉱山用重機 1を下方向に設置したことによっ

て，道路の壁面とアンテナが近づき，崖による電波遮蔽の

影響が大きくなり，3段目の道路の領域における電波強度

が全体的に弱まる傾向がある．また，進行方向が異なる場

合には，鉱山用重機 1の後方の領域は，重機の積載物によ

る電波遮蔽の影響が大きくなるため，通信不可能な領域が

多数を占める．

図 16 は，アンテナの設置位置を左前方，カーブの曲率を

1/250とし，鉱山用重機 1が下方向の環境の推定結果を示

している．カーブの曲率を 1/125とした図 15 の結果と比

較すると，鉱山用重機の進行方向が同じ場合，鉱山用重機

1の後方の最下層の道路の領域の電波強度は強くなり，鉱

山用重機 1の前方の 3段目の道路の領域の電波強度は弱ま

る傾向がある．前者の傾向が表れる理由は，重機の積載物

による電波遮蔽の影響が小さくなるためで，後者の傾向が
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図 17 通信可否領域推定結果（T 字路）

Fig. 17 RSS estimation by our function (T junction).

表れる理由は，カーブが緩やかになったことによって，ア

ンテナ間の距離が大きくなり，かつ見通しが悪くなり，崖

による電波遮蔽の影響が大きくなったためと考えられる．

図 12～図 16 の結果より，鉱山用重機の向き，アンテナ

の設置位置や曲率の違いによって，通信時の電波強度は変

化するが，いずれの環境においても，鉱山用重機 2が鉱山

用重機 1に接近する方向にある場合，図 14 (a)の 3段目

右側後方に 120 m離れた領域と図 16 (a)の 0段目後方に

45 m離れた領域を除いて，通信が可能であるという結果

が得られた．また，鉱山用重機 2が鉱山用重機 1から遠ざ

かる方向にある場合，通信不可能な領域が生じる傾向が分

かった．

また，図 11 に示される仮想鉱山を対象とし，鉱山用重

機 1を T字路の交差点の位置から 120 m離れた低段のス

ロープ上に配置し，鉱山用重機 2を高段のスロープ上で，

交差点の位置から 15 mの間隔を空けて 240 m離れた位置

まで移動させ，同様に，シミュレーションによって RSSI

を算出し，通信可否領域を推定した．異なる段どうしの道

路の接続部分となる T字路周辺における推定結果を図 17

に示す．なお，鉱山用重機 1，2の進行方向はどちらも上

方向である．鉱山用重機 1の後方には，通信不可能な領域

は存在しないため，後方から接近する車両の検知が可能で

あるが，一方，T字路付近に通信不可能な領域が存在する

ことが分かる．これは，その領域に存在する車両の検知は

不可能であること意味し，鉱山用重機 1が T字路を左折す

る方向に進行する場合，衝突事故の恐れがあることを示唆

している．

以上の結果から，いずれの環境においても，自車から遠

ざかる車両の検知は困難であるが，自車に接近する車両の

検知は可能であり，Wi-Fiを用いた車車間通信により，周辺

の重機の存在を把握することが期待できる．また，図 12～

図 17 に示したように，提案した重機アンテナモデルによ

り，様々な鉱山環境下における重機間の通信状況を把握で

きることを示した．今後，実際の環境下で通信を行った際

の通信可否ログを用いて，より正確な通信可否領域を推定

する方法を検討する．実環境下における通信可否ログは，

通信不可能な領域を運転手に知らせるための情報として非

常に価値があるが，このような情報を活用できる場所は，

過去に通信が発生し，通信可否ログが蓄積した場所のみで

有効である．システム導入の初期段階は通信可否ログは少

なく，また，鉱山の環境は時々刻々と変化し，過去の通信可

否ログが使えなくなり，通信可否ログが十分ない状況にお

いても，重機アンテナモデルを活用したシミュレーション

により，効果的に通信可否領域を推定できると考えている．

6. 結論

本研究では，鉱山用重機周辺の電波伝搬モデルを構築し，

実測値との比較を行った．また，構築した電波伝搬モデル

を用い，実際の鉱山の環境を参考にした仮想鉱山の 3D地

形モデル内での鉱山用重機間の通信時の電波強度をシミュ

レーションによって算出し，通信可否領域の推定を行った．

その結果，3段上の道路に存在する重機間との通信では，自

車へ接近する方向に走行している鉱山用重機との通信は可

能である一方，自車から遠ざかる方向に走行している鉱山

用重機と通信を行う場合，重機間の距離が 120 m以内の範

囲においても通信不可能な領域が存在することを示した．

提案手法で得られる結果は，露天掘り鉱山内の通信不可

能な領域を可視化するとともに，得られた結果を基に，通

信不可能な領域に他の重機が侵入する可能性があることを

検知でき，衝突事故防止に貢献するものと考えている．今

後，双方の重機が移動する環境を考慮したシミュレーショ

ン実験を行うとともに，そのシミュレーション結果を活か

した鉱山用重機の安全運転支援システムを構築する予定

である．また，より正確に現実の鉱山を再現しシミュレー

ションを行うとともに，様々な種類の仮想鉱山を用意し，

通信可否領域を推定することによって，多種多様な鉱山に

適用可能なデータを得ることを検討している．
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